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様式９

④取組の実績　　【4ページ以内】

（大学名： 立命館大学 ）（タイプ A②:CA

大学等名 立命館アジア太平洋大学

1.　圧倒的な多国籍・多文化環境の維持
　2014年度に採択された「スーパーグローバル大学創成支援事業(以下、SGU)」において、本学は100カ国・地域
からの留学生の受入を掲げている。構想当初は79ヵ国・地域からの受入であったが、2021年5月時点で94ヵ国・地
域まで増加している。これは世界中の国・地域ごとに戦略を明確化し、100カ国戦略プロジェクト、アフリカ戦略プロ
ジェクトなどのプロジェクトを戦略的に進めてきたことや世界中に広がる卒業生の協力で学生募集活動を展開して
きたことによる成果である。加えて、構想当初111校であった海外協定校についても国際会議等における新規開拓
を積極的に進め、2021年5月時点で51ヵ国・169の大学・機関と交換留学プログラムを実施するなど、圧倒的な多
国籍・多文化環境を維持している。
　また、「日本人学生海外経験100％」の課題設定のもと、2018年度に設置した「海外派遣改革検討委員会」にお
いて、海外派遣者数増加に向けた方針を策定し、学生の多様なニーズに応える新規プログラムの開発、既存プロ
グラムの実施回数の増加、などに戦略的に取り組み、結果として2019年度については単位取得を伴う海外派遣者
が781名、協定に基づく海外派遣者が698名となり、単位取得を伴う海外派遣者についてはSGUの最終目標を上
回る成果を収めることができた。
　その他、前述した海外協定校や重点連携校の開拓、多様な海外学習プログラムの開発、新規ダブルディグリー
プログラムの設置などを進め、2019年度の「日本人学生に占める留学経験者の割合」および「大学間協定に基づく
交流数」は目標値を上回る結果となっている。ダブルディグリープログラム（以下、DUDP）については、現在セント
エドワーズ大学（アメリカ）、慶熙大学（韓国）、ザルツブルク応用科学大学（オーストリア）、Neoma Business School
（フランス）の4大学と展開している。最後に締結したNeoma Business Schoolは、これまでアジア太平洋学部のみで
実施していたDUDPに初めて国際経営学部で実現したものであり、ビジネススクールの国際認証であるAACSB認
証を有したことで、今後同様に認証を持つ大学とのダブルディグリープログラムの展開が期待できる。

2．外国人教員や国際的な教育研究の実績を有する日本人教員の採用
　学生と同様に教員についても開学当初より多様な地域から採用している。2020年5月1日現在で専任教員数167名のう
ち外国籍教員が81名、海外で学位を取得した日本人教員46名、海外での教育研究歴のある日本人教員12名と、日英
二言語教育を支える国際性の高い教員組織を維持している。
　こうした多様な教員組織で教育の質を向上させる取組として、2013年度より多文化環境下における協働学習や英語が
母語でない教員が英語で授業を行う上でのトレーニングで定評のある米国のミネソタ大学との連携FDプログラムを開設
し、新任教員を中心に毎年各学部・センターの専任教員5～6名が本研修に参加している。専任教員のうち本研修に参
加した教員は約30%を占めており、本研修が多文化協働学修をはじめとした「学生の学び合いと学習の動機付けを重視
した教育の展開」に資する取組となっている。

3．事務体制の国際化
　教員とともに開学以降のAPUを支えてきた職員の経験を踏まえ、世界の多様な教員と協働して、各取組を調整しつつ、
具体的に提案し、ともに創り上げていくことができる職員組織を構築することをSGU構想においても謳っており、国際高度
専門職としての特定職員の雇用や、学内での英語講座や海外大学とのオンラインビジネスライティング講座等を実施に
よる英語力強化に取り組んだ。SGUの目標値として、2023年度までに、有期・無期問わず全てのフルタイム職員の44.8％
がTOEIC800点以上を取得することを掲げていたが、2017年でこの目標値を達成し、2020年度で同数値は52.4%となって
いる。英語力のみならず、FD/SDの取組を包括的に推進する組織として立ち上げたIPG（グローバル教職員開発インス
ティテュート）において、教職員を対象に海外大学の講師を招聘したセミナー等を開催するなど、国際標準の職員育成
に取り組んでいる。

4．厳格な成績管理、単位の実質化
・本学では単位の実質化を図るため、セメスター単位で履修科目登録の上限単位数を設けている。各学部では、第1・第
2セメスターは18単位、第3から第6セメスターまでは20単位、第7セメスター以上は24単位としている。ただし、本学が定め
た基準を満たす学生については早期卒業プログラム登録学生として各セメスターの履修登録上限単位数を引き上げて
いる。
・成績評価は開学当初よりGPA制度を導入しており、セメスター単位のGPA（当該GPA）と在籍セメスター通算のGPA（通
算GPA）の2種類のGPAを算出している。成績評価のルールとして、期末試験のみで成績評価を行うことによって授業の
空洞化を生じさないため、成績評価に占める期末試験の割合を5割以下に抑えることを課していおり、これによって授業
を担当する教員は、課題や授業への貢献度など多様な成績評価方法を用いて成績評価を行う必要があり、その結果と
して学生の授業外での学習や主体的な授業への参画を促している。また、すべての科目の成績評価の方法・基準は、
シラバスに記載されており、シラバス公開前に成績評価方法・割合を確認し、厳格な運用としている。
・学習成果を把握及び評価し、教育目標の達成状況を検証する取組として、2016年度に国際経営学部(以下、APM)及
び経営管理研究科(以下、GSM)が取得した国際認証AACSBのスタンダードのひとつである「学びの質保証（Assurance
of Learning (AOL)」の全学での導入を進めている。本学におけるAOL活動については、2018年度に学長を委員長とし、
最高意思決定機関である大学評議会メンバーから構成される「全学AOL推進委員会」を設置し、当該委員会のもとに学
部・センターで取り組むべきAOLの取組について検討するために5つの部会を設置し、各部会における活動内容につい
ては定期的に当該委員会に報告・共有することとしている。
　AOLは、学部や研究科が掲げる教学上のミッションをどの程度達成しているかを測定し、その結果に応じて改善を図っ
ていくプロセス全体のことを指している。各学部・研究科は、それぞれ掲げたミッションのもとに設定した学位プログラムに
おける「ラーニング・ゴール（学位修得時において学生に達成してほしい姿）」と、それらを具体的に学生に修得してほし
い能力等に落とし込んだ「ラーニング・オブジェクティヴ」を設定し、さらにそれらと各科目との対応関係を示すものとして
「Curriculum Allignment Matrix (CAM)」を整備することにより、それぞれの科目において期待される学習成果を学生にも
あらかじめ明示し、計画的な履修を促している。ラーニング・ゴールとラーニング・オブジェクティヴは各学部・研究科の学
位授与方針に記載しており、AOLの取組を通して学位授与方針に示した学生の学習成果を把握・評価することが可能と
なっている。
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